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2F20 異 分野連携研究における 産学連携の課題と 新たな方向，桂 
一人的交流から 知識の交 癖こ 向けて 一 

0 立願剛志，小林俊哉， 末長聡 ，柳川章 博 ( 北陸先端科学技術大学院大 ) 

はじめに COE プロバラム「知識科学に 基づく科学技術 

北陸先端科学技術大学院大学 ( 以下山Ⅱ ST)  の創造」を推進している。 文理融合・分野横断 

では科学技術開発戦略センターが 中心となり 研究を図るために 科学技術開発戦略センター 

21 世紀 COE プロバラム「知識科学に 基づく では異分野のコーディネートに 関する研究を 

科学技術の創造と 実践」を推進している。 COE  推進している。 本 プロジェクトの 課題は、 産学 

科学技術開発戦略センタ 一ではいくつかの 異 連携コーディネータによる 異分野連携 コ一ヂ 

分野連携のコーディネートに 関する研究を 推 ィ ネート手法が 、 個々人の能力に 依存せず、 学 

進 している。 今年度は昨年度に 比べ地域の産学 術的知見として 方法論を確立することであ る。 

連携に深くコミットメントした 調査および 実 我々の研究母体であ る知識科学研究は 知識の 

践を進めている。 本 発表ではこれまでの 実践 活 交流、 蓄積、 活用、 創造という切り 口にて文理 

動を紹介し、 今後の産学連携の 推進に資する 提 融合、 分野横断研究を 推進しており 1 、 本 プロ 

言は ついて報告する。 グラムにおいても、 こうした知識ストックをも 

とにしたいくつかの 研究プロジェクトが 推進 

1.  背景 されている。 

現在、 産学連携における 連携に係る人材の 役 ①コーディネータスキルに 関する研究 

割については 学術的知見がなく、 産学連携 コ一 2004 年度より政策投資銀行と 共同で地域の 

ディネ 、 一タ といわれる現場の 人材を中心に 手 産学連携強化に 向けた研究調査を 行った。 まず、 

探りで実践されている。 これらの活動は 個々人 全国の産学連携コーディネ 、 一タに インタビュ 

の 能力に依存している 現状が否めず、 彼らの /  一調査を実施し、 課題の抽出とコーディネータ 

ウハウや現場における 課題の整理はいまだな のスキルの分析、 及び意識等を 洗い出した。 異 

されていない。 分野を っなぐ スキルについて、 異なる立場や 分 

こうした現状を 踏まえ、 産学連携コーディネ、 野の知識をどのように 相手に伝えるか、 知識の 

一タの ノウハウや役割についての 知見を体系 通訳のプロセス、 役割について 分析し明確化を 

化することで、 円滑な産学連携、 異分野連携の 図った。 

推進に資することを 目的に本研究を 推進する ②産学連携システムの 課題に関する 研究 

ことになった。 上記の「コーディネ 、 一 タスキルに関する 研 

究 」では産学連携システムの 課題も抽出し、 制 

2. 研究手法 度 的な面から産学連携の 活性化に向けた 課題 

JAIST では 2003 年 10 月から 21 世紀 

1 本研究科では 知識社会システム 学 、 知識システム 基礎字を 
通してこれらの 研究が推進されている。 
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解決モデルを 抽出した。 

③ 異 分野連携による 知識創造場の 設計 

「 異 分野連携による 知識創造場の 設計」では 

産業界における 知識創造マネ 、 ジメント と 学術 

研究における 知識創造マネジメントを 比較し 、 

それぞれの手法や 背後の価値観の 違いを明確 

にするものであ る。 産業界と大学を 中心とした 

学術研究における 知識創造マネジメントへの 

意識の違いや、 そこから派生する 知識創造シス 

テム の違いを明確にし、 今後の産学連携におけ 

る f 旨 針を検討するものであ る。 

④ 異 分野連携 ( 学際 ) コミュニケーション 

異 分野連携 ( 学際 ) コミュニケーションでは 

異なる学問分野をまたぐ 研究プロジェクト 推 

進における課題を 抽出し、 それらを解消するモ 

デルを構築している。 前述③が企業と 大学の研 

究システムの 違いに焦点をあ てるものであ る 

ことに対して、 これは学術研究内における 違い 

( 特に文系・理系という 2 つの文化 2) を中心に研 

究を推進している。 

⑤産学連携事業の 実践研究 

本研究は本学知識科学研究科における 産学 

連携の可能性を 探索するための 研究として位 

置づけ、 現在実践にて 行っている産学連携事業 

の参画及び、 その課題の抽出分析を 総合的に行 

う予定であ る。 これは実践を 重視した産学連携 

活動において、 実社会における 実践を通した 研 

究 法の確立という 点にて特色を 持つ。 

今回産学連携事業の 実践研究として、 昨年度 

本学会にて報告した 産学連携事例でもあ る「温 

泉療養サービス 事業」の中で、 それぞれ①～④ 

で得られた知見を 実証する形にて 産学連携実 

践における課題と 展望を考察する。 

2 異なる文化とは C.P. スノ一による 文理の違いを 多角的な 
視点から表現したものであ る。 

4. 本研究における 本質的課題 

まず、 複数研究要素が 絡み合う本研究におい 

ては研究における 本質的課題を 整理する必要 

があ る。 前述①～⑤の 研究プロジェクトはそれ 

ぞれが研究者単位で 独立に進めており、 そこで 

得た知見が整理されてれない。 それらの知見が 

再編・統合され 産学連携を含む 異 分野連携のた 

めの体系化された 知識に集約される 必要があ 

る。 そのためにはそれぞれの 知見を⑤産学連携 

事業の実践研究の 中で検証して、 知見を活用す 

るための知識を 体系化する必要があ る。 

また、 なにより本研究が 独自の研究として 今 

後推進されていくために 汎用可能な研究対象 

と 手法を探索しなくてはならない。 本研究は本 

学の知識科学研究科の 知見に基づくものであ 

り、 上記課題を知識科学のテーマであ る知識の 

交流という視点から、 具体的には価値多様社会 

における知識交流、 異分野連携コーディネート 

法 が本研究の本質的課題であ ると考える。 

4. 本研究における 本質的課題 

では、 前述 0 つの研究プロジェクトにおいて 

具体的にどのような 知見が創出されているか 

を整理したい。 

①コーディネータスキルに 関する研究 

ここでは知識通訳という 概念の下コーディ 

ネータのスキルを 抽出している。 知識通訳とは 

一般的な知識体系の 異なる利害関係者間を 対 

象にしている 普遍的な概念であ り、 産学連携を 

はじめ他の領域においても 適用可能であ る。 異 

分野連携の観点から 大学と企業間の 連携に対 

する認識の差の 存在が明らかになり、 この差は 

互いの知識体系の 違いに起因するものとして 

検証された。 

コーディネータが 交流させる知識というも 

のは互 いの 専門知識のみならず、 その背景とな 
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る 知識体系の通訳が 必要であ り・またその 理解 

と体系化によりそれぞれが 経験にて所有する 

暗黙的な知識 3 までもコーディネ 、 一ト できるこ 

とが示唆される。 

②産学連携システムの 課題研究 

上記は人に依存する 知識をどのように 表出 

させ、 産学連携の推進に 役立たせるかであ るが、 

本研究は産学連携の 現状と課題について、 制度 

面を重点に考察したものであ る。 ここでは コ一 

ディネータの 配置環境によって 生ずる課題を 

抽出し、 その解決策として 大学に所属するコー 

ディネータ、 公的機関に所属するコーディネー 

タ・そして民間のコーディネータがそれぞれ 連 

揺 し相互補完的にプロジェクトをコーディネ 、 

一ト できるシステムの 構築が必要であ るとの 

見解を得た。 異 分野連携においてはそれぞれの 

価値観のもと、 活動が推進されるため、 これら 

の 人材の活用により 研究もしくは 事業の設計 

段階でコーディネータも 含むそれぞれの 役割 

を明確にする 必要があ る。 現在、 産学連携は研 

究シーズの産業化や 経済活性という 視点での 

み捉える段階ではなく。 、 協働事業の中でそれ 

ぞれが自身のアウトプットに 還元できる仕組 

みと場が必要になる。 また、 そういったグラン 

ドデザインを 描くための技術も 今後の産学連 

携にも必要とされることであ る。 

③ 異 分野連携による 知識創造場の 設計 

本研究は大学における 知識創造と企業にお 

ける知識創造を 比較しているものであ る。 産業 

界及び大学、 公的機関、 それぞれの風土の 違い 

や 研究手法の違 い はその目的に 依存し、 知識の 

3 我々は人に依存する 暗黙的知識の 研究を ナ レッジマネ 、 ジ 

メントの切り 口から研究している。 
4 上演、 小林「地域における 知識科学に基づく 科学技術の創 
造 と実践 - において、 今後は産学連携の 3 形態といわれるス 
キーム・① Technol0 野竹 ansfer ② ContractResearch. ③ Spin 
0 ぽ Venture) を超えて社会を 僻 服 的に観察する 知識社会創造 
のための視点が 必要であ ると考察した。 

創造を促すためのチームマネ 、 ジメントという 

概念が構築されつつあ る。 知識創造の双段階に 

あ る知識の交流を 重視した異分野連携組織は 

一定期間、 一目的のためのプロジェクト 型連携 

体制ではなく、 持続的且つ多目的なチームマネ 、 

、 ジメントの必要性が 示唆され、 そのためのモデ 

ルが抽出された 5 。 

④ 異 分野連携 ( 学際 ) コミュニケーション 

ここでは異なる 知識体系がその 構築 ( 研究 ) 

方法において 起因するという 仮説の下、 違い る 

明らかにした。 今回、 観察を重視する 文科系研 

究と実験を中心とする 理科系研究とを 比較し、 

本質的な違いを 考察した 6 。 

これは産学連携におけるメカニズムの 探索 

と製品開発に 対応することができ、 異なる文化 

がその手法の 違いに起因することが 明確にな 

りつつあ る。 

これらは知識を 統合し連携戦略を 立てる際 

に、 時系列を追って 必要な知識を 体系化する方 

法を示唆するものであ る。 

⑤産学連携事業の 実践研究 

そしてこれらを 踏まえて産学連携事業の 実 

践 に適用させ実証したものを 紹介する。 本 実践 

研究はひとつにその 実践による研究という 課 

題があ るがこれは本稿では 取り上げない 7 。 こ 

こでは本実践研究 側 が前述 4 つの知見を統合 

し 実践することの 具体何として 検証したい。 

昨年度の報告にて、 今後産学連携において、 

知識そのものをサービス 化するための 戦略研 

究実践の必要性を 説いた。 その中で報告した 

5 本研究は、 「知識創造場の 設計」という 研究プロジェクト 

にて推進されている 評価指標の作成の 中で、 大学と企業の 研 

究組織における 活動と意識の 違いを チ イスカ ツ ションする中 
で生まれたものであ る。 

6 これを我々は 第 1 知識重視 ( 調査．分析等による 新たな知 
見 ) と大知識重視 ( 実践への適応による 実証のための 知見 ) との 
差 と考えている。 

7 詳しくは 立瀬 、 小林による，学術研究としての 文理融合   
2005 年度科学技術社会 許 学会講演予稿集を 参照されたい。 
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「温泉療養サービス 事業」にて本年度内閣府の 

予算を獲得し 8 、 医学的知識サービス 化のフィ 

ージビリティスタディを 行う機会を得た。 そこ 

での実践において 1 ～ 4 の知見をどのように 組 

み 込んでフィージビリティスタディを 実践し 

たか紹介する。 

①本サービスではまず、 医学研究によって 実証 

された保養サービスメニュ 一の作成が求めら 

れた。 これは技術移転と 同じカテゴリ 一に入る 

と思われるが、 その知識はあ る研究で得た 知見 

をそのまま使 う のもではない。 ここで求められ 

たものが「保健医学」と「伝統医学」そして「戦 

略的計画法」の 統合的知識体系であ った。 これ 

らの知識体系をもとにメニューを 作成し、 一つ 

の パッケージとして 利用者に提供する 作業が 

行われた。 

② 本 実践研究では、 本事業が次なる 研究のシー 

ズとならなければならない。 この点を考慮する 

際に、 サービスとしての 医学検査と研究として 

のそれを比較し、 統合させなければならい。 研 

究として 本 課題は対象群の 確保という具体的 

な事例を示す。 そのためには 受益者と同数の ス 

タッフが必要になり、 事業べ ー スでは採算を 取 

ることが難しい。 今回は専門家の 育成という視 

点から、 スタッフを多く 動員し、 前述の予算に 

合わせて研究の 場を設計することが 必要とさ 

れた。 

③ 本 構想は 2 年前から研究会をべ ー スとして 

定期交流を行ってきた。 その主題は事業化のた 

めの ニーズ探索及び エ ビデンスに基づくメニ 

ュー化であ るが、 これは異なる 知識背景が必要 

立 的ではなく交流の 場を通して活動を 行う必 

要があ った。 プロジェクト 化の部分で外部プロ 

、 ジェク トと 連携することにより 研究事業が成 

立した。 

④今回我々の 活動はフィージビリティ 調査活 

動という位置づけになる。 この調査を充実させ、 

事業化という 実践に結びつけるためにはより 

文科系の視点からの 分析による調査報告を 作 

成していく必要があ ろう。 この点において 我々 

は 学術的な分析を 如何に使い妥当性の 高い検 

証がなされるかという 点において産学連携の 

中で重視される 部分であ る。 また、 これはとり 

もなおさず知識科学的手法による 実践研究の 

分析とも言え、 こういった活動を 通して実践研 

究の手法を確立していくことが 今後の課題で 

あ る。 

5. 最後に 

これらの研究は 未だその評価に 値するもの 

ではない。 だがここまでの 知見に、 今後吉田氏 

人氏による文理融合のための 設計科学や医学 

等に見られる 臨床研究の視点を 取り入れ、 異分 

野連携実践のための 研究を発展させて 臨床科 

学 として発展させていくことを 目指す。 そして 

それぞれの個人が 保有する知識の 交流を重視 

した本研究は、 その基盤に知識のコミュニケー 

、 ンコ ンという概念を 据えることでより 実践的 

な 知識を体系化できることを 改めて提言する 

ものであ る。 
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